
お客様ニーズ
決算や四半期ごとの短信など
的確でタイムリーな情報提供を目指す
スカイウェイブは、 技術に特化した技術開
発型企業として、多くのパートナー企業との連携
によってさまざまなソリューションを提供してきまし
た。 年からはアプリケーションソフトにインタ
ラクティブな音声通信機能を組み込むことができ
る コンポーネント「 」の提供も開始
しています。「ユビキタス・コンピューティングと音
声通信技術が一体化され、数年後には、携帯電
話端末から音声で経営情報を取得したり、会社
の会計システムにアクセスして旅費の精算をした
りできるようになります。そのようなテクノロジーが
普及していくときに、我々自身がリファレンスカンパ
ニーとして最新の技術を体現していたいという夢
があります。その中核となる基幹業務システムを
実現するには、 の導入が必要でした」と話
すのは、スカイウェイブ取締役 専務執行役員の
野坂茂氏です。
技術開発型企業が成長とともに資金調達を円滑
に進めるためには、株式公開の道を選ぶ必要が
あると野坂氏は言います。そのためには的確な
決算情報の提供や四半期ごとの短信発行が求
められます。「投資家向けに正確な情報をタイム
リーに提供するためには、従来のシステムには限
界がありました。決算のスピードを速めるために
チームワークによる分業を可能にすること、そして
投資家向けに適切に数字を集計する管理会計
をシステム化すること。これらを実現して経理業
務の生産性を上げることが、当面の経営課題で
した」（野坂氏）
経理業務の現場を任されていたスカイウェイブ管
理本部 経理部　部長の渡部千春氏にとっても、
従来システムの限界は深刻な問題でした。「経営
陣から求められる資料をすべて期限内に作成しよ
うとすると、いくら徹夜しても追いつかないという状

スピーディーかつ低コストに、上場を視野に入れた
内部管理の基盤を で構築

Overview

◆チャレンジ
スカイウェイブ株式会社（以下、スカイウェイ
ブ）は、ソフトウェアベースの多彩な ソ
リューションを数多くのパートナー企業を通して
市場に提供しています。インターネットの爆発
的な普及とともに 電話への社会的関心が高
まったことを背景に、同社は急成長を続けてき
ました。近い将来に株式公開を実現するため
には、投資家向けに決算や四半期ごとの短信
を短期間のうちに効率的に作成できる基幹業
務システムの構築が不可欠でした。

◆ソリューション
スカイウェイブは、トッパン エムアンドアイ株式
会社（以下、トッパン エムアンドアイ）とロータ
スビジネスコンサルティング株式会社（以下、
ロータスビジネスコンサルティング）をパート
ナーに選び、
と 、 ＊

の導入を決めました。コ
ストを低く抑え短期間に開発を進めるには、こ
れらの導入が最適だったからです。

＊： はロータスビジネスコンサルティング株式会社の

略称です。

◆効果
新基幹業務システムの開発はきわめてスピー
ディーに進み、調査開始からわずか半年足らず
で第 段階の会計システムの稼働を実現するこ
とができました。スカイウェイブの経営情報を必
要とする人々に、正確な情報を適切に編集し、
しかもタイムリーに提供できる環境が実現され
ようとしています。

◆ソリューション製品構成
・インダストリー： の開発・販売、 シス
テムの開発・販売

・適用業務：会計システム、ファーム・バンキングシ
ステム、販売・購買・在庫システム

・ソフトウェア： 、
、

・ハードウェア：

・パートナー：ロータスビジネスコンサルティング株
式会社、トッパンエムアンドアイ株式会社



の導入で、
社員が個々の目標を明確に意識する
だけなく、常に達成状況を確認して
軌道修正できるようになるでしょう。
それが将来のスカイウェイブの
イノベーションの土台になると
期待しています。
スカイウェイブ株式会社　取締役　専務執行役員　野坂茂氏

況でした。従来のシステムから出てくる数値を、手
分けして表計算ソフトで加工するのは二度手間な
うえに、ミスを防ぐことも困難でした」（渡部氏）

ソリューション
開発の速さと低コスト、2つの条件を
同時に満たすSAP Business One

できるだけ人手を介さずに、多彩な管理資料を
システム的に作成するためには、 の導入
が有力な手段であると、渡部氏は以前から考え
ていました。けれども、多くの システムは数
千万円以上の導入コストが必要で、予算面で
難しいものがありました。そんなときに、以前から
面識のあったトッパン エムアンドアイの営業担当
者から を中心とするシステ
ムの提案を受けました。また、システム開発とイン
プリメンテーションを担当するロータスビジネスコ
ンサルティングからも、スカイウェイブの業務に向
けた具体的なプレゼンテーションを見せられまし
た。コストを低く抑えながら短期間に開発を進め
るには、世界で 以上におよぶ導入実績を
持つ が最適と考えました。
将来、米国企業の買収も視野に入れているスカ
イウェイブには、 が多言語、
多通貨に対応していることも有力な導入理由と
なりました。
これらの提案に基づいて、渡部氏はシステム全
体の構想を描いていきました。「会社の 年後を
見据えて、あるべき姿から逆算して発想しまし
た。単に会計システムだけでなく、ファーム・バン
キングや販売・購買・在庫管理まで、基幹業務の
全体を包含する構想で、 導入のロードマッ
プを描くことから始めたのです」（渡部氏）
管理会計において、どのような資料を準備すれ
ばよいかという視点から、スカイウェイブ管理本
部 管理部 部長の清水洋一氏も、プロジェクト
に加わりました。「二重作業や手作業を解消し
て、システム化による業務の効率化を目指しまし
た。必要に応じて資料をカスタマイズできるよう
に、 の採
用も決めました。新基幹業務システムの開発に
あたっては、将来の組織変更など、色々な状況
変化に対応できるよう留意しました。その点が、

がきわめて柔軟性に富んで
いることが実感できました」（清水氏）。

導入効果
管理データ作成が大幅にスピードアップ
新年度の月次決算から会計処理を移行

年 月から、新基幹業務システムの開発に
向けた調査と業務フローの検討が始まりました。
約 カ月後には第 段階の会計システムが稼働
し、経理業務の大幅な効率化が実現していま
す。これだけの短期間に開発を進めることができ
た理由には、スカイウェイブの社長以下、経営陣

が の本質を理解して最初からシステムの全
体を構想したこと、同社の会計業務に特殊な処
理が少なかったこと、月に始まる新年度データか
らの移行を重視して実現不可能な機能を設計
段階でそぎ落としたことなどが挙げられます。さら
に重要なファクターとして、野坂氏は次のように付
け加えてくれました。「全体のコーディネーションを
担当したトッパン エムアンドアイの営業担当者が
強い熱意を持っていたこと、開発を担当したロー
タスビジネスコンサルティングのスタッフが豊富な
経験とスキルを備えていたこと、当社の担当、渡
部と清水がよく協力したこと。要は、社のパート
ナーシップが十分に機能したことがよかったので
しょう」（野坂氏）

将来展望
販売・購買・在庫管理への展開で
ビジネスのイノベーションを目指す
スカイウェイブの新基幹業務システム開発は、第
段階の販売・購買・在庫管理システムの設計に
入っています。稼働が始まったばかりの会計シス
テムの中で、経理部門のスタッフが新システムに
習熟する中で、今後、販売管理に関与する社員
に向けた導入教育の準備も進めていく予定です。
「従来のクローズドな会計システムと違って、
では一度入力を確定した数字を簡単に取り消す
ことはできません。このような基本的な考え方を現
場に浸透させていくことが大切です」（渡部氏）
と、同社は内部管理強化を目指しています。

新基幹業務システムの完成によって、経営管理
データや投資家向け資料など、さまざまなアウト
プットを必要に応じてタイムリーに活用できる環境
が整います。いよいよ、スカイウェイブの新たなス
テージが幕を開けます。

〒 　東京都港区六本木
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